
平成18年10月期　個別中間財務諸表の概要 　

　

平成18年6月7日

上場会社名 株式会社トップカルチャー 上場取引所 東京証券取引所（市場第１部）

コード番号 7640 本社所在都道府県 新潟県

(URL　http://www.topculture.co.jp)

代　  表　  者 役職名　代表取締役社長 氏名　清水　秀雄

問合せ先責任者 役職名　執行役員総務部長 氏名　保科　正人

　 　 TEL　(025)232－0008　　

決算取締役会開催日 平成18年6月7日 中間配当制度の有無 有

中間配当支払開始日 平成－年－月－日 単元株制度採用の有無 有(１単元100株)

　

1.　18年4月中間期の業績（平成17年11月1日～平成18年4月30日）

(1) 経営成績　　　　　　　　　　　　　　　 (注)　記載金額は百万円未満を切捨てて表示しております。

　 売上高 営業利益 経常利益
　 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

　18年4月中間期 13,452 (17.0) 423 (43.3) 544 (64.3)

　17年4月中間期 11,497 (6.5) 295 (△37.1) 331 (63.9)

　 17年 10月期 22,251 　 11 　 73 　

　
　 中間（当期）純利益 １株当たり中間(当期)純利益

　 百万円 ％ 円 銭

　18年4月中間期 338 (111.2) 27 14

　17年4月中間期 160 (△41.3) 15 14

　 17年 10月期 7 　 0 74
(注) ① 期中平均株式数 18年4月中間期 12,456,135株 17年4月中間期 10,586,174株 17年10月期 10,729,606株

　 ② 会計処理の方法の変更 無 　 　 　 　 　

　 ③ 売上高、営業利益、経常利益、中間(当期)純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率

　
(2) 配当状況

　 １株当たり中間配当金 １株当たり年間配当金 　

　

　

　 円 銭 円 銭

　18年4月中間期 0 00 ――――――

　17年4月中間期 0 00 ――――――

　 17年 10月期 ―――――― 10 00
　
　
(3) 財政状態　　　　　　　　　　　　　　　 (注)　記載金額は百万円未満を切捨てて表示しております。

　 総資産 株主資本 株主資本比率 １株当たり株主資本
　 百万円 百万円 ％ 円 銭

　18年4月中間期 15,193 6,209 40.9 498 48

　17年4月中間期 13,177 4,861 36.9 459 23

　 17年10月 期 13,825 5,982 43.3 480 29
(注) ① 期末発行済株式数 18年4月中間期 12,456,135株 17年4月中期期 10,586,135株 17年10月期 12,456,135株

　 ② 期末自己株式数 18年4月中間期 231,865株 17年4月中間期 231,865株 17年10月期 231,865株

　

2.　平成18年10月期の業績予想（平成17年11月1日～平成18年10月31日）

　 売上高 経常利益 当期純利益
１株当たり年間配当金

期末 　
　 百万円 百万円 百万円 円 銭 円 銭

通期 26,100 1,030 587 10 00 　 　

　(参考)　１株当たり予想当期純利益（通期）　47円13銭
　　※　上記予想は、現時点で得られた情報に基づいて算出しておりますが、多分に不確定な要素を含んでお

ります。従って、実際の業績は、今後様々な要因によってこれら予想数値と大きく異なる結果とな
る可能性があります。

― 32 ―



6. 中間財務諸表等

中間財務諸表

① 中間貸借対照表

　

　 　
前中間会計期間末

(平成17年４月30日)

当中間会計期間末

(平成18年４月30日)

前事業年度の
要約貸借対照表

(平成17年10月31日)

区分
注記
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(資産の部) 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

Ⅰ　流動資産 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

１　現金及び預金 　 　 1,479,183 　 　 1,695,813 　 　 1,915,017 　

２　売掛金 　 　 112,754 　 　 232,969 　 　 136,612 　

３　たな卸資産 　 　 5,189,693 　 　 6,002,344 　 　 4,859,275 　

４　その他 　 　 474,181 　 　 708,676 　 　 771,561 　

貸倒引当金 　 　 △130 　 　 △130 　 　 △130 　

流動資産合計 　 　 7,255,682 55.1 　 8,639,674 56.9 　 7,682,336 55.6

Ⅱ　固定資産 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

１　有形固定資産 ※１ 　 　 　 　 　 　 　 　 　

(1) 建物 ※２ 1,149,437 　 　 1,202,196 　 　 1,259,017 　 　

(2) 土地 ※２ 557,885 　 　 558,004 　 　 557,885 　 　

(3) その他 ※２ 343,881 2,051,204 　 379,389 2,139,589 　 399,628 2,216,530 　

２　無形固定資産 　 　 50,543 　 　 49,638 　 　 50,508 　

３　投資その他の
　　資産

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

(1) 投資有価証券 　 121,201 　 　 105,634 　 　 100,663 　 　

(2) 敷金・保証金 ※２ 3,269,916 　 　 3,785,905 　 　 3,321,732 　 　

(3) その他 　 435,800 　 　 487,234 　 　 460,355 　 　

貸倒引当金 　 △6,500 3,820,418 　 △14,000 4,364,774 　 △6,500 3,876,251 　

固定資産合計 　 　 5,922,166 44.9 　 6,554,002 43.1 　 6,143,290 44.4

資産合計 　 　 13,177,849 100.0 　 15,193,676 100.0 　 13,825,627 100.0
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前中間会計期間末

(平成17年４月30日)

当中間会計期間末

(平成18年４月30日)

前事業年度の
要約貸借対照表

(平成17年10月31日)

区分
注記
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(負債の部) 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

Ⅰ　流動負債 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

１　買掛金 ※２ 　 3,078,017 　 　 4,064,932 　 　 2,978,308 　

２　短期借入金 ※２ 　 1,073,777 　 　 943,996 　 　 989,938 　

３　未払金 　 　 528,727 　 　 448,804 　 　 326,016 　

４　未払法人税等 　 　 156,170 　 　 307,769 　 　 10,744 　

５　賞与引当金 　 　 66,000 　 　 66,000 　 　 66,000 　

６　ポイントカード
　　引当金

　 　 7,473 　 　 23,707 　 　 23,594 　

７　その他 ※３ 　 125,886 　 　 159,996 　 　 400,105 　

流動負債合計 　 　 5,036,052 38.2 　 6,015,207 39.6 　 4,794,707 34.7

Ⅱ　固定負債 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

１　長期借入金 ※２ 　 2,870,845 　 　 2,568,227 　 　 2,635,417 　

２　退職給付引当金 　 　 73,338 　 　 82,521 　 　 81,489 　

３　役員退職慰労
　　引当金

　 　 76,753 　 　 73,159 　 　 76,753 　

４　その他 　 　 259,435 　 　 245,416 　 　 254,676 　

固定負債合計 　 　 3,280,372 24.9 　 2,969,324 19.5 　 3,048,335 22.0

負債合計 　 　 8,316,425 63.1 　 8,984,531 59.1 　 7,843,042 56.7

(資本の部) 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

Ⅰ　資本金 　 　 1,379,050 10.5 　 2,007,370 13.2 　 2,007,370 14.5

Ⅱ　資本剰余金 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

１　資本準備金 　 　 1,675,371 　 　 2,303,691 　 　 2,303,691 　

資本剰余金合計 　 　 1,675,371 12.7 　 2,303,691 15.2 　 2,303,691 16.7

Ⅲ　利益剰余金 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

１　利益準備金 　 　 9,160 　 　 9,160 　 　 9,160 　

２　任意積立金 　 　 500,000 　 　 500,000 　 　 500,000 　

３　中間(当期)
未処分利益

　 　 1,425,588 　 　 1,486,914 　 　 1,273,329 　

利益剰余金合計 　 　 1,934,748 14.7 　 1,996,074 13.1 　 1,782,489 12.9

Ⅳ　その他有価証券
　　評価差額金

　 　 19,720 0.1 　 49,475 0.3 　 36,499 0.3

Ⅴ　自己株式 　 　 △147,466 △1.1 　 △147,466 △0.9 　 △147,466 △1.1

資本合計 　 　 4,861,423 36.9 　 6,209,145 40.9 　 5,982,584 43.3

負債・資本合計 　 　 13,177,849 100.0 　 15,193,676 100.0 　 13,825,627 100.0
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② 中間損益計算書

　

　 　
前中間会計期間

(自　平成16年11月１日
至　平成17年４月30日)

当中間会計期間

(自　平成17年11月１日
至　平成18年４月30日)

前事業年度の
要約損益計算書

(自　平成16年11月１日
至　平成17年10月31日)

区分
注記
番号

金額(千円)
百分比
(％)

金額(千円)
百分比
(％)

金額(千円)
百分比
(％)

Ⅰ　売上高 　 　11,497,279 100.0 　 13,452,761 100.0 　 22,251,558 100.0

Ⅱ　売上原価 　 　 8,247,422 71.7 　 9,571,676 71.2 　 16,284,017 73.2

売上総利益 　 　 3,249,857 28.3 　 3,881,085 28.8 　 5,967,540 26.8

Ⅲ　販売費及び一般
　　管理費

　 　 2,954,679 25.7 　 3,457,218 25.7 　 5,955,575 26.8

営業利益 　 　 295,177 2.6 　 423,867 3.1 　 11,965 0.0

Ⅳ　営業外収益 ※１ 　 58,217 0.5 　 140,507 1.0 　 114,727 0.5

Ⅴ　営業外費用 ※２ 　 21,823 0.2 　 20,019 0.1 　 52,768 0.2

経常利益 　 　 331,571 2.9 　 544,355 4.0 　 73,924 0.3

Ⅵ　特別利益 ※４ 　 ― ― 　 100,738 0.8 　 ― ―

Ⅶ　特別損失 ※５ 　 24,042 0.2 　 54,077 0.4 　 24,042 0.1

税引前中間
(当期)純利益

　 　 307,529 2.7 　 591,016 4.4 　 49,882 0.2

法人税、住民税
及び事業税

　 153,684 　 　 288,734 　 　 37,067 　 　

法人税等調整額 　 △6,381 147,302 1.3 △35,865 252,869 1.9 4,846 41,914 0.2

中間(当期)
純利益

　 　 160,226 1.4 　 338,146 2.5 　 7,967 0.0

前期繰越利益 　 　 1,265,361 　 　 1,148,768 　 　 1,265,361 　

中間(当期)
未処分利益

　 　 1,425,588 　 　 1,486,914 　 　 1,273,329 　
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中間財務諸表作成の基本となる重要な事項

　

項目
前中間会計期間

(自　平成16年11月１日
至　平成17年４月30日)

当中間会計期間
(自　平成17年11月１日
至　平成18年４月30日)

前事業年度
(自　平成16年11月１日
至　平成17年10月31日)

１　資産の評価基準及び評価

方法

(1) 有価証券

　子会社株式

　　移動平均法による原価法

　その他有価証券

　　時価のあるもの

中間決算日の市場価格等に

基づく時価法(評価差額は、

全部資本直入法により処理

し、売却原価は移動平均法

により算定)

(1) 有価証券

　子会社株式

　　同左

　その他有価証券

　　時価のあるもの

　　 同左

(1) 有価証券

　子会社株式

　　同左

　その他有価証券

　　時価のあるもの

決算日の市場価格等に基づ

く時価法(評価差額は、全部

資本直入法により処理し、

売却原価は移動平均法によ

り算定)

　 　　時価のないもの

　　　移動平均法による原価法

　　時価のないもの

　　　同左

時価のないもの

　　　同左

　 (2) たな卸資産

　商品

売価還元法による原価法

ただし、リサイクル商品は総

平均法による原価法

　貯蔵品

　　最終仕入原価法による原価法

(2) たな卸資産

　商品

　　同左

　

　

　貯蔵品

　　同左

(2) たな卸資産

　商品

　　同左

　

　

　貯蔵品

　　同左

２　固定資産の減価償却の方

法

(1) 有形固定資産

　定率法

　　ただし、平成10年４月１日以

降取得した建物(建物附属設備を

除く)については、定額法によっ

ております。

　　なお、主な耐用年数は次のと

おりであります。

　建物　　　　　　10年～34年

　構築物　　　　　10年～20年

　工具器具及び備品５年～10年

(1) 有形固定資産

　同左

　　

　　

　

(1) 有形固定資産

　同左

　　

　　

　

　

　

　 (2) 無形固定資産

　ソフトウエア(自社利用)

　　社内利用期間(5年)に基づく定

額法

　　ただし、当期取得の営業権に

ついては一括償却しておりま

す。

(2) 無形固定資産

　ソフトウエア(自社利用)

    社内利用期間(5年)に基づく

  定額法

　　

(2) 無形固定資産

　ソフトウエア(自社利用)

　　社内利用期間(5年)に基づく定

額法

  ただし、当期取得の営業権に

ついては一括償却しておりま

す。

３　引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金

　　債権の貸倒による損失に備え

るため、一般債権については貸

倒実績率により、貸倒懸念債権

等特定の債権については個別に

回収可能性を検討し、回収不能

見込額を計上しております。

(1) 貸倒引当金

　　同左

(1) 貸倒引当金

　　同左

　 (2) 賞与引当金

　　従業員の賞与の支給に備える

ため、支給見込額に基づき計上

しております。

(2) 賞与引当金

　　同左

(2) 賞与引当金

　　同左

　 (3) ポイントカード引当金

　　販売促進を目的とするポイン

トカード制度に基づき、顧客へ

付与したポイントの利用に備え

るため、当中間会計期間末にお

いて将来利用されると見込まれ

る額を計上しております。

(3) ポイントカード引当金

同左

(3) ポイントカード引当金

　　販売促進を目的とするポイン

トカード制度に基づき、顧客へ

付与したポイントの利用に備え

るため、当事業年度末において

将来利用されると見込まれる額

を計上しております。
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項目
前中間会計期間

(自　平成16年11月１日
至　平成17年４月30日)

当中間会計期間
(自　平成17年11月１日
至　平成18年４月30日)

前事業年度
(自　平成16年11月１日
至　平成17年10月31日)

　 (4) 退職給付引当金

　　従業員の退職給付に備えるた

め、当中間会計期間末において

従業員が自己都合により退職し

た場合の要支給額を計上してお

ります。

(4) 退職給付引当金

　　同左

　

(4) 退職給付引当金

　　従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末において従業

員が自己都合により退職した場

合の要支給額を計上しておりま

す。

　 (5) 役員退職慰労引当金

　　役員の退職慰労金の支給に備

えるため、内規に基づく当中間

会計期間末要支給額を計上して

おります。

　　なお、平成17年4月に役員退職

慰労金内規の改正を行い、平成

16年11月以降の役員退職慰労金

の新規積立を停止しておりま

す。そのため、平成16年11月以

降の役員退職慰労金の引当計上

は行っておりません。

(5) 役員退職慰労引当金

　　同左

(5) 役員退職慰労引当金

　　役員の退職慰労金の支給に備

えるため、内規に基づく当事業

年度末要支給額を計上しており

ます。

  なお、平成17年4月に役員退職

慰労金内規の改正を行い、平成

16年11月以降の役員退職慰労金

の新規積立を停止しておりま

す。そのため、平成16年11月以

降の役員退職慰労金の引当計上

は行っておりません。

４　リース取引の処理方法 　リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっておりま

す。

同左 同左

５　ヘッジ会計の方法 (1) ヘッジ会計の方法

　　金利スワップを実施し、特例

処理の要件を満たしております

ので、特例処理を採用しており

ます。

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象

　（ヘッジ手段）金利スワップ

　（ヘッジ対象）借入金の利息

(3）ヘッジ方針

　　当社は、借入金の金利変動リ

スクを回避する目的で金利スワ

ップ取引を行っており、ヘッジ

対象の識別は個別契約毎に行っ

ております。

(4）ヘッジ有効性評価の方法

　金利スワップの特例処理の要

件を満たしているため、有効性

の判定を省略しております。

同左 同左

６　その他中間財務諸表(財務

諸表)作成のための基本とな

る重要な事項

　消費税等の会計処理は税抜方式

によっております。

同左 同左
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会計処理の変更

前中間会計期間
(自　平成16年11月１日
至　平成17年4月30日)

当中間会計期間
(自　平成17年11月１日
至　平成18年4月30日)

前事業年度
(自　平成16年11月１日
至　平成17年10月31日)

――――――   固定資産の減損に係る会計基準
  当中間会計期間から「固定資産の減
損に係る会計基準」（「固定資産の減
損に係る会計基準の設定に関する意見
書」（企業会計審議会 平成14年8月9
日））及び「固定資産の減損に係る会
計基準の適用指針」（企業会計基準委
員会 平成15年10月31日 企業会計基準
適用指針第6号）を適用しておりま
す。
  これによる損益に与える影響はあり
ません。
 
  

――――――
 

　

　

追加情報

前中間会計期間
(自　平成16年11月１日
至　平成17年4月30日)

当中間会計期間
(自　平成17年11月１日
至　平成18年4月30日)

前事業年度
(自　平成16年11月１日
至　平成17年10月31日)

―――――― ――――――
  
  

  法人事業税における外形標準課税部
分の損益計算書上の表示方法
  実務対応報告第12号「法人事業税に
おける外形標準課税部分の損益計算書
上の表示についての実務上の取扱い」
（企業会計基準委員会  平成16年2月
13日） が公表されたことに伴い、当
会計年度から同実務対応報告に基づ
き、法人事業税の付加価値割及び資本
割25,222千円を販売費及び一般管理費
として計上しております。
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注記事項

(中間貸借対照表関係)

前中間会計期間末
(平成17年４月30日)

当中間会計期間末
(平成18年４月30日)

前事業年度末
(平成17年10月31日)

※１　有形固定資産の減価償却累計

額

　 954,717千円

※１　有形固定資産の減価償却累計

額

　 1,091,490千円

※１　有形固定資産の減価償却累計

額

　 1,033,294千円

※２　担保に供している資産の内訳

及びこれに対応する債務の内

訳

　　　(担保に供している資産)

建物 717,071千円

構築物(その

他)
88,293千円

土地 505,895千円

敷金・保証金 2,106,805千円

合計 3,418,066千円

※２　担保に供している資産の内訳

及びこれに対応する債務の内

訳

　　　(担保に供している資産)

建物 667,775千円

構築物(その

他)
78,611千円

土地 505,895千円

敷金・保証金 1,891,773千円

合計 3,144,056千円

※２　担保に供している資産の内訳

及びこれに対応する債務の内

訳

　　　(担保に供している資産)

建物 691,517千円

構築物(その

他)
83,296千円

土地 505,895千円

敷金・保証金 1,981,065千円

合計 3,261,775千円

　　　(上記に対応する債務)

買掛金 30,000千円

長期借入金 2,342,487千円

(１年以内返済予定額を含む)

合計 2,372,487千円

　　　(上記に対応する債務)

買掛金 30,000千円

長期借入金 1,727,786千円

(１年以内返済予定額を含む)

合計 1,757,786千円

　　　(上記に対応する債務)

買掛金 30,000千円

長期借入金 1,930,910千円

(１年以内返済予定額を含む)

合計 1,960,910千円

※３　消費税等の取扱い

　　　仮払消費税等及び仮受消費税

等は、相殺のうえ、流動負債の

「その他」に含めて表示してお

ります。

※３　消費税等の取扱い

　　　同左

　　　

――――――

　

　

(中間損益計算書関係)

前中間会計期間
(自　平成16年11月１日
至　平成17年４月30日)

当中間会計期間
(自　平成17年11月１日
至　平成18年４月30日)

前事業年度
(自　平成16年11月１日
至　平成17年10月31日)

※１　営業外収益の主要項目

受取利息 11,313千円

家賃収入 21,898千円

手数料収入 9,476千円

販売奨励金 6,242千円

※１　営業外収益の主要項目

受取利息 12,695千円

家賃収入 23,261千円

手数料収入 8,380千円

販売奨励金 7,957千円

業務受託収入 50,000千円

※１　営業外収益の主要項目

受取利息 22,972千円

家賃収入 44,997千円

手数料収入 17,310千円

販売奨励金 15,413千円

※２　営業外費用の主要項目

支払利息 21,823千円

※２　営業外費用の主要項目

支払利息 20,019千円

※２　営業外費用の主要項目

支払利息 43,275千円

　３　減価償却実施額

有形固定資産 72,303千円

無形固定資産 941千円

　３　減価償却実施額

有形固定資産 85,536千円

無形固定資産 869千円

　３　減価償却実施額

有形固定資産 121,114千円

無形固定資産 1,842千円

――――――

　
※４　特別利益の主要項目

   投資有価証券売却益100,738千円

　

――――――

　

――――――

　
※５  特別損失の主要項目

   有形固定資産除却損 16,577千円

   貸倒引当金繰入額    7,500千円

   賃貸借契約解約損   30,000千円

――――――
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リース取引関係

　
前中間会計期間

(自　平成16年11月１日
至　平成17年４月30日)

当中間会計期間
(自　平成17年11月１日
至　平成18年４月30日)

前事業年度
(自　平成16年11月１日
至　平成17年10月31日)

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引

1 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引

①　リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間

期末残高相当額

　

　
取得価額
相当額
(千円)

減価償却
累計額
相当額
(千円)

中間期末
残高
相当額
(千円)

機械装置 45,667 20,445 25,222

車両

運搬具
12,786 11,720 1,065

工具器具
及び備品

1,090,029 438,051 651,978

ソフト
ウエア

72,527 37,918 34,608

合計 1,221,011 508,136 712,875

①　リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間

期末残高相当額

　

　
取得価額
相当額
(千円)

減価償却
累計額
相当額
(千円)

中間期末
残高
相当額
(千円)

機械装置 45,667 29,579 16,088

車両運搬具 13,760 229 13,531

工具器具
及び備品

1,248,879 626,899 621,979

ソフト
ウエア

24,598 7,734 16,863

レンタル
商品

2,235,630 1,084,658 1,150,972

合計 3,568,536 1,749,101 1,819,435

①　リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び期末

残高相当額

　

　
取得価額
相当額
(千円)

減価償却
累計額
相当額
(千円)

　
期末残高
相当額
(千円)

機械装置 45,667 25,012 20,655

工具器具
及び備品

1,134,762 528,679 606,082

ソフト
ウエア

53,870 33,959 19,911

レンタル
商品

2,315,153 1,010,360 1,304,793

合計 3,549,454 1,598,011 1,951,442

②　未経過リース料中間期末残高相

当額

１年以内 231,782千円

１年超 499,961千円

合計 731,744千円

②　未経過リース料中間期末残高相

当額

１年以内 882,204千円

１年超 1,176,781千円

合計 2,058,985千円

②　未経過リース料期末残高相当額

　

１年以内 886,237千円

１年超 1,126,359千円

合計 2,012,597千円

③　支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額

支払リース料 118,002千円

減価償却費
相当額

121,166千円

支払利息相当額 3,930千円

③　支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額

支払リース料 507,129千円

減価償却費
相当額

494,137千円

支払利息相当額 13,457千円

③　支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額

支払リース料 901,582千円

減価償却費
相当額

925,416千円

支払利息相当額 16,579千円

④　減価償却費相当額及び利息相当

額の算定方法

　・減価償却費相当額の算定方法

　　リース期間を耐用年数とし、残

存価額を零とする定額法によっ

ております。

　・利息相当額の算定方法

　　リース料総額とリース物件の取

得価額相当額との差額を利息相

当額とし、各期への配分方法は

利息法によっております。

④　減価償却費相当額及び利息相当

額の算定方法

　・減価償却費相当額の算定方法

　　　同左

　

　

　・利息相当額の算定方法

　　　同左

④　減価償却費相当額及び利息相当

額の算定方法

　・減価償却費相当額の算定方法

　　　同左

　

　

　・利息相当額の算定方法

　　　同左

　 2  オペレーティングリース取引

１年以内 7,096千円

１年超 218,933千円

合計 226,029千円
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有価証券関係

前中間会計期間、当中間会計期間及び前事業年度のいずれにおいても子会社株式で時価のあるものはあ

りません。

　

１株当たり情報

中間連結財務諸表を作成しているため、記載を省略しております。

　

重要な後発事象

前中間会計期間(自　平成16年11月１日　至　平成17年４月30日)

該当事項はありません。

当中間会計期間(自　平成17年11月１日　至　平成18年４月30日)

該当事項はありません。

前事業年度(自　平成16年11月１日　至　平成17年10月31日)

該当事項はありません。
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